
Ⅳ 実用化の見通しについて 

 

１．実用化の見通しについて 

 

換気システムの実用化及びその波及効果は以下のとおりである。 

本プロジェクトでは、住宅空気中の VOC を高精度で測定するセンサを開発し、センサを

利用した新しい換気システムを提案することができた。この換気システムは住宅の室内空

気環境を確保して換気負荷の最小化を可能とするもので大きな波及効果が期待される。 

 新築の住宅用の換気システムは商品として、平成２３年度を目処に市場規模５３０億円

の市場を狙える。ただし、メンテナンスを含めた耐久性やコストの課題が克服必須の条件

となり、部品点数の削減やさらなるコストダウンなどを経て集合住宅やリフォーム市場、

工場や店舗などの換気システムの市場に投入することが可能となる。 

 また、東アジア地域においても広く適用を狙えるものであり、２０００億円規模の市場

があるものと考えられる。 

 換気システムを設置した地域によっても多少の差は生じるものの十分な清浄状態の室内

においては空調エネルギー等で２０％程度の省エネが見込め、住宅の省エネや温暖化対策

に貢献できるものと期待される。 

 また開発したセンサは波及効果として、換気システムだけでなく、作業環境用センサ、

工場からの VOC 排出モニタ用センサ、土壌汚染調査用センサ等の広い分野での利用が期待

できる。 

 

２．長期的波及効果 

 

本プロジェクトでは、住宅の室内空気環境を確保して換気負荷の最小化を可能とするモ

ニタリング併用型換気システム用の VOC センサ技術の開発を実施した。今後は実用化研究

を経て、モニタリング併用型換気システムが製品化されることが期待されるが、開発した

VOC センサは、住宅換気システム制御だけでなく、室内環境や作業環境のリアルタイムモ

ニタリングや土壌汚染調査等の広い分野での利用が可能であると考えられる。そこで本プ

ロジェクトの長期的な波及効果の視点に立って、VOC センサ評価法の国際標準化に取り組

むこととした。実用化研究と国際標準化を同時並行的に進めることで、将来製品と標準を

セットで提示することが可能となり、安全・安心な屋内環境の構築及び国際競争力強化に

貢献すること期待できる。 

以下に平成 21 年度に実施している NEDO 標準化事業「揮発性有機化合物検知器の評価法

に関する標準化事業」の(1)事業概要、(2)事業目的を示す（実施計画書からの抜粋）。 

 

(1) 事業概要 

揮発性有機化合物（VOC）は、シックハウス症候群の原因物質であり、その対策が喫緊の

課題となっている。VOC 濃度を適切に把握することは適正な室内 VOC レベル維持のための

基盤技術であり、室内環境や作業環境を安全に保つための自主的取組においては、簡易型

の VOC 検知器を用いたモニタリングに対するニーズが高まっている。このような社会的背
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景を受け、近年センサメーカーから様々な VOC 検知器が上市されている。これら簡易型の

検知器は、多くのメーカーから多様な機種が販売されているとともに、今後も新しい VOC

検知器が販売されると予想される。しかし、これら VOC 検知器の評価法は確立されておら

ず、各メーカーが独自の手法で評価しているのが現状であり、測定結果の信頼性に関する

客観的なデータは提供されていない。どのような検知器を利用すれば、どのような VOC に

関する信頼性の高い情報が得られるのか、というユーザーにとって重要な情報の提供を実

現するためには、客観的な評価法の確立が必要である。しかし、VOC 検知器を対象とした

評価法の JIS 規格や国際規格はなく、また、広くガス検知器全体を見ても、メタン、一酸

化炭素等の可燃性ガスを対象とした検知器の国際規格（IEC60079-29-1）、及び水素を対象

とした検知器の国際規格（ISO/FDIS26142）が存在するのみである。そこで本事業では、関

連規格の調査、規格原案作成に必要な技術調査、各種 VOC 検知器を用いた評価法の実験的

な検証、試験ガスの評価、及び国内委員会活動を実施し、ISO/TC146（大気の質）/SC6（屋

内空気）からの提案に必要な規格原案を作成する。 

 

本事業での具体的な研究分担を以下に示す。 

①関連規格の調査（独立行政法人産業技術総合研究所） 

②規格原案作成に必要な技術調査（独立行政法人産業技術総合研究所） 

③各種 VOC 検知器を用いた評価法の検証（独立行政法人産業技術総合研究所） 

④試験ガスの評価（財団法人建材試験センター） 

⑤国内委員会活動（財団法人建材試験センター）＊産業技術総合研究所からは委員として

参画 

 

(2) 事業内容 

① 関連規格の調査（独立行政法人産業技術総合研究所） 

本項目では、規格原案と既存規格との整合性を確保すること、及び規格原案で引用すべき

既存規格を明確にするために、VOC 分析法、VOC 関連標準ガス、試験ガスの調製法、簡易型

ガス検知器等に関連する国際規格、及び国家規格等の内容を調査・分析する。特に、多様

な VOC の全量（T-VOC）を検出するための検知器に関する関連規格等を十分に調査し、作成

する規格原案に反映させる。 

 

② 規格原案作成に必要な技術調査（独立行政法人産業技術総合研究所） 

市販されている VOC 検知器の原理の違いによる検知性能の特徴を文献や製品現品で調査し、

VOC 検知器を評価する際に留意すべき点を明らかにする。具体的には、芳香族、脂肪族、

アルデヒド類といった VOC の種類ごとの応答特性を調査するとともに、感度、応答速度、

安定性等において異なる原理の VOC 検知器の特徴を明らかにし、これらの情報を作成する

規格原案に反映させる。また、本技術調査により評価法を定める対象となる評価項目を適

切に選定するとともに、合理的な試験ガスの組成と濃度の決定に資する。 

 

③ 各種 VOC 検知器を用いた評価法の検証（独立行政法人産業技術総合研究所） 

本項目では、規格原案に書かれる評価方法に従って、実際に市販検知器を用いて特性を評
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価することで実験データを蓄積するとともに、その結果を規格原案にフィードバックする。

試験方法としては、マスク式とチャンバー式の２つの方式が考えられるが、規格原案に採

用すべき方式を決定する。また、実際に検知器の評価を行うことで実験データを取得し分

析することで、より合理的な試験ガスの決定に資する。 

 

 

④ 試験ガスの評価（財団法人建材試験センター） 

  本項目では、上記項目③で実施する評価法の検証実験において使用する試験ガスを分

析装置で精密に分析し、濃度変動や不純物混入の状況を確認し、より信頼性の高い評価法

の確立に資する。 

 

⑤ 国内委員会活動（財団法人建材試験センター） 

ISO/TC146/SC6 国内対策委員会の下、VOC 検知器評価法検討委員会（仮称）を設置し、VOC

検知器メーカー及び VOC 検知器ユーザーとして業界団体と共に規格原案の骨子を審議し、

規格原案の骨子を取りまとめる。 
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